小学校の英語教育導入について

04131126　本多洋平

日本人は英語ができない、苦手と言われて久しい。1999年9月12日の日本経済新聞ではTOEFLの平均スコアがアジア25カ国中で北朝鮮と並んで最も低かったという不名誉な結果を残している。2000年度のデータでは最下位を脱したがそれでもアジア21カ国中18位と低く韓国・中国に大きく差をつけられている。

そのような中、2002年7月12日、当時の文部科学大臣は『英語が使える日本人』の育成のための戦略構想で主に次のようなことを述べた。

IT社会やネットワーク社会で国際交流が盛んになっている中、国際的言語ツールの1つとして英語の重要性が大きくなっています。しかし、現状では日本人の英語力は世界に通用していません。そこで、「英語が使える日本人育成のための戦略構想」で中学・高校・大学に加えて、小学校でも英語を学ばせることを視野に入れた。

2007年11月7日に行われた中央教育審議会の初等中等教育分科会教育課程部会では、小学校の英語活動は、中学の前倒しではなく小学生の柔軟な適応力を生かして、言葉への自覚を促し、幅広い言語に関する能力や国際基盤を培うために、言語や文化への理解を深めるとともに、積極的にコミュニケーションをとろうとする態度の育成を図ることを目標としている。そして、日本語と異なる英語を学ばせることにより、言葉の大切さや豊かさに等に気付かせて、言語に関する関心を高め、国語に関する能力の向上に資するとも考えている。また、小学校で細かい文章の構造の概念を理解させることは難しいので、ALT（外国語指導助手）の活用を通してのコミュニケーションやCDやDVDなどの電子教具の活用、遠隔教育及び国際交流におけるテレビ会議システムの利用などICTの活用により指導の充実を図ることも重要と考えている。最後に、英語教育導入に当たっては、小学校と中学校が、円滑な移行、指導内容の一層の充実・改善が図れるようにするために、緊密な連携を図ることが重要としている。

日本での小学校の英語教育は明治の一時期を除いては、一部の私立小学校のみで行われていた。1990年代に入ると、公立小学校への導入が研究課題となり、1992年から文部省（現、文部科学省）が、いくつかの公立小学校を外国語学習の研究開発学校に指定し、10年余りの実践研究を経て、2002年から「総合的な学習」の一環で行われている学校も出てきた。2003年の報告によると、全国の約半分の学校（全学年平均）が英語活動を実施していたことがわかった。

英語教育に関してどのように思っているか？

英語教育が正式に導入するかどうか検討されている中、一般人、小学校教師・小学生をもつ保護者の賛成、反対意見の一部を取り上げます。
一般人は英語教育導入をどのように思っているのか（賛成派）
· 中学より若い小学校ぐらいの年齢から始めた方が英語のリズム感、ヒアリング、スピーキング力が身につくと思う
· 中高の受験のための文法教育や普段使わないような会話を教えるのではなく、小学校では「楽しく学ぶ」という姿勢でやったほうが良いと思う

· 言語能力としての国語教育と同じ位置づけの英会話

· 授業をするなら下手な発音をするような日本人よりネイテイブスピーカーにする

· 世の中に英語が氾濫しているから教えてもよいと思う

· 今でも小さいころから学んでいる子と中学で始める子と差があるので賛成である

一般人は英語教育導入をどのように思っているのか（反対派）
· 英語教育よりは、しつけ、基本的な道徳、日本語でのコミュニケーション、中高での英語の教育方法をどうにかした方がいいと思う　
· 学校の英語教育で英会話ができるわけがないそれどころか無意味

· 私立の英会話中心の教育もあるから私立に行けばいいと思う

· 成績評価がある以上、中高での「点の取り方」教科になってしまう　

· 他に学ぶべきことがあるはずだと思う

· 国際化は早期の英語教育だけをしても国際化の役にたたない。

· 日本語の読み書きもまともにできないうちから教育する必要はない

· 国際化ではあるが、現実に英語を使って仕事をするのはごく一部

· 小学校では外国語を学ぶ目的がはっきり理解できないと思う

そのような中、小学生の子供を持つ保護者と小学校教師は英語教育に対してどう思っているか？のグラフ（文部科学省調べ）と意見である
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このグラフから分かるとおり、保護者の方が英語教育に対し肯定的であることが分かる。

主な賛成意見

· 早くから学べば、抵抗感がなくなると思う
· 中学に入ってから英語に積極的に取り組めると思うから

· 外国人とコミュニケーションをとる姿勢が身につくと思う

· 外国のことに視野が広がるから

主な反対意見

· 子供の負担が増えるから
· 中高でも十分に身につくと思うから

· 小学校で教えることができる先生が少ないから

· 正しい日本語を身につけるのが疎かになるから

· 他の教科をしっかり学んでほしいから　

このように小学校に関わる人とそうでない人によって考えが若干異なっているようですが、早くから学んでほしい、他の教科を学ぶべきという意見は共通しているようです。

実際に英語教育を導入している私立学校の授業はどんなものか？

英語教育は実際に何をしているのか？ここでは、政府が英語教育導入を掲げる前から、実際に英語教育をしている一部の学校として静岡県加藤学園暁秀(ぎょうしゅう)初等学校を取り上げます。暁秀初等学校は92年に英語のイマージョンクラス(以下IC)を国内で初めて設けた学校である。

Immersionは｢浸す事｣で1960年代にカナダのケベック州で英語が母国の子ども達に仏語を教える外国語教育法として始まった。通常、授業の半分以上を外国語で行われている。日本国内でも10校以上がこのシステムを採用している。

　この学校では各学年40人前後いて、低学年で授業の約7割、高学年で5割が英語を使って算数や理科などの授業がされている。勿論、日本語を疎かにしないためにも、低学年は国語の授業、高学年になると社会や図工、音楽の授業も日本語になる。そのため、県のテストでも国語の県平均点を上回っている。

　なぜICを導入したかというと、暁秀初等学校は学校開設の72年から週3回で英語の授業があったが、高学年になっても幼いレベルの本しか読めず興味が薄れてしまうという問題があったからである。

　ICは少人数制の教育で、最初は英語が当然分からない。けど、暁秀の子ども達は教師の言葉を繰り返したり、「Yes」｢No｣で質問に答えたりしながら聞く力を徐々に身に付けていくのである。ICの8割ほどが暁秀中・高のバイリンガルコース(以下BC)に進学する。(BCに関しては中・高の分野であるのでここでは割愛させていただきます。)

BCの実績は、マサチューセッツ工科大やコロンビア大など海外の大学に進学し、卒業後には海外で仕事をすることを目指している人もいれば、国内で仕事をする人もいる。

しかし、ICにも欠点がある。それは、良質な外国人の人材を探すことである。というのは、インターナショナルスクールと競合関係になってしまい、給与面や休みの日数で比較するとICが不利だからである。

小学校英語の現状

小学校では総合的な学習の一環として英語教育を行っている学校は約半分以上である。

その中で、小学6年生の英語活動の年間実施コマ数（1コマ＝45分）は下の円グラフのようになっている。（2006年度、文部科学省調べ）
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と、9割以上の学校が英語活動を実施していて、下の活動内容グラフから分かるようにほとんどの学校が小学生に英語を楽しませながら触れさせようという姿勢が見られている。

　下の内容が活動内容である（複数回答あり）

	　　　　活動内容
	　　回答校20576校

	歌やゲームで親しむ
	20087校
	97.60%

	簡単な英会話
	19828校
	96.40%

	英語の発音練習
	15984校
	77.70%

	文字に触れる活動
	9622　校
	46.80%

	異文化交流
	9258　校
	45%

	　　　　　その他
	801校
	3.90%


小学校では聞く・話す中心の授業で中学校の英語授業につなげようとしている。中には独自に英語に堪能な外部の講師を招いてチームティーチング（TT）で授業を進めている学校もある。しかし、英語活動が小学校でも浸透している中、懐疑的な見方も根強い。文部科学省の研究開発校に指定され、1年生から英語活動を導入している鹿児島県の小学校教諭は「もっと時間をかけてやるべきことがあるだろう、教員は皆反対だった。開発校になってしまった以上、せめて英語嫌いにならないように英語活動をやっている。」と語った。

隣の国の韓国はどうしているか？

隣の国、韓国でも「どうして10年も英語を勉強しているのに話せないのか？」という日本と同じ批判があった。それに応える形で1997年に小学校で会話教育を主体とした英語教育が導入された。 
その英語教育は、保護者からも高い評価を受けていて子供たちも授業を楽しんでいる。けど、両国の目標に違いがある。日本は国際理解教育の英語、韓国はコミュニケーションを主体とする生活英語と対照的である。
しかし、韓国の英語教育に問題がでてきた。それは韓国政府が「英語教育は速いほうがいい」という結論を下したため、幼稚園からの英語教育の準備に熱心になり、英語教育プログラムのない幼稚園が園児募集に苦しむようになるほど、多くの保護者が就学前の英語教育を望んだのである。
その結果､多くの英語教材が出回ったのである。（現在、韓国内で子ども向け英語プログラムを扱っている会社は30社以上にのぼり、これらの業者が作った教材、カセットテープ、ビデオテープだけで100種類以上ある。）

（金淑姫『ママが教える子どもの英語』　白帝社より）
このような英語教育熱の中、ソウル市内に146か所の未就学児向けの英語が新設され、幼稚園で小学校の英語授業内容以上の英語授業が開始されたことが判った。そこで、ソウル近郊の京畿道では「幼稚園の英語教育全面禁止」の指示を出す結果となった。

中にはこのような英語教育の熱心な動きに批判的な意見もあったのである。

その理由には経済力の増大に伴って、海外留学熱（特にアメリカへの留学）が高まり、英語教育への関心が高まっている。
それと、ほかのアジア諸国でもその風潮が高まっていて、アメリカの有名な大学・大学院は入学条件としてのTOEFLの点数を引き上げており、これらの国で英語教育熱を高め、TOEFLレベルをひきあげることになる。

（財団法人 東北産業活性化センター『国益を損なう英会話力不足』　八朔社） 

日本と韓国の両国で教えたネイティブが語った日韓の相違点

　先ほど韓国の英語教育熱背景を取り上げたが、韓国の英語教育はどんな内容で教えているのか。そこで、ネイティブティーチャーとして日韓両国で教えたドワイト・ワシュントンさんを取り上げます。ドワイト・ワシュントンさんは日本の公立学校で英語を教えています。彼は日本で教える前に韓国で２年間英語を教えていた。彼は韓国での英語教育のスタイルを次のように語った。

授業は、英語で進行され、生徒は英語で話しかけてきた。少しだけ韓国語を使ったが殆どは英語であった。韓国の英語授業は95％が英語で進行している。日本は英語の授業なのに殆ど日本語で進行している。人数でも両国は異なっていた。韓国は少人数制（10人～15人程度）であるのに対し、日本では1クラス（30人～40人程度）である。韓国では人数が少なめな分、生徒ひとりひとりと向き合う時間が持てたと彼は言った。その上、彼は、日本人は英語教師が日本語訳にしてくれるのを待ってしまう傾向があるからネイティブの声を聞こうとしない。だから、自分で解決しようとする努力をしないと指摘しました。

そもそも、なぜ韓国を取り上げたかというと、日本と同じ英語が上達しない悩みを抱えていた事の他に、日本語と韓国語は英語を母国語にする人たちにとって最も学習しにくい言語であるからです。日本人と韓国人からすれば、英語を学習することも同じようなことが言えます。これは、実際の学習者の研究発表に基づいた結果なので、推測や理論ではありません。つまり、日本人も韓国人も英語習得に関しては、同じハンデイキャップを背負っていたということです。 
他にも、非英語圏では96年にタイ、05年に中国、07年にフランスが英語の必修化、そして他の国でも英語教育が推進されているけど、僕は、英語教育導入に関しては反対ではありませんが、もしこのまま導入しても国が考えるほどの成果は上げられずに中途半端な結果もしくは失敗で終わってしまうと思います。それと、英語教育をするにあたり、まだ問題は山積みだと思います。なぜなら、全国の小学校がネイティブを雇うにしても費用の問題が出てくる。それに、教える人に児童を教えたい気が無ければ、児童たちにも英語の面白さが伝わらなくなり、英語はつまらないと思われるかもしれない。おまけにクラスというのは、30～40人くらいで構成されて、成績にもひとりひとりバラツキがあるもの、果たして、それらの児童たちにしっかり理解できて伝わるのか？英語は、国語や算数などといった教科と違うことにも留意しておきたい。
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